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 米軍横田基地は、日米安全保障条約に基づく在日米軍基地として、国

防上、極めて重要な施設であると認識しているところであります。 

 我が瑞穂町は、昭和１５年の陸軍多摩飛行場の設置以来、常に国政に

協力し、終戦後も数次にわたる横田基地の拡張に応じてまいりました。 

 その結果、基地への提供面積は２１７万１千平方メートルに及び、こ

れは基地総面積の３割強、町総面積の約８分の１を占めております。 

 しかし、この提供土地の大部分は滑走路及び着陸誘導施設に使用され

ているため、基地交付金の対象資産価格は、土地提供面積に比較して著

しく低額であります。さらに、横田基地の滑走路は、当町の中心部をえ

ぐるように伸びております。このため、町域が東西に分断され町の発展

を著しく阻害しております。 

 また、町民は通常の離着陸をはじめとして、基地の常駐機による旋回

訓練及びヘリコプターの低空飛行等により、日夜騒音に悩まされ続けて

おります。 

 近年では、北朝鮮の核実験及びミサイル発射並びに南北朝鮮間におけ

る軍事的緊張の高まりの報に、軍事基地が所在している地方自治体とし

て緊張を強いられているものであり、改めて当町がおかれている耐えが

たい実情を十分に理解され、下記の事項について速やかに実現されるよ

う、強く要望するものであります。 

 

記 

 

１ 基地機能の中で最も重要である滑走路を、一般工作物と同一視せず

特別措置を講ずること。 

 



 
 

２ 政令第３条第１項第２号による配分については、騒音被害や土地利

用制限を受けている当町の実情を十分考慮し、交付すること。 

 

３ 基準財政収入額が基準財政需要額を超える、いわゆる財源超過団体

に対する基地交付金の減額措置（政令第３条第２項）を廃止すること。 

 

４ 基地交付金は、固定資産税の代替的性格を有するとの基本原則に基

づき、固定資産税相当額を交付すること。 

 

５ 基地周辺において、国が買い入れた土地は固定資産税が非課税であ

るが、この土地についても基地交付金対象資産として算入すること。 

 

６ 米ドル支弁資産について資産価値を明らかにし、固定資産税相当額

を確保すること。 

 

７ 横田基地は、航空自衛隊航空総隊司令部が移駐することで、在日米

軍のみの基地から、自衛隊の中枢部隊も所在する軍事基地となる。 

  このことからも国政上、国防上において、より一層の重要な基地に

なると考えられるが、複数の自治体にまたがるという横田基地の現状

をかんがみ、基地内の施設の変化によって、当町への基地交付金の配

分に悪影響を及ぼさぬこと。 
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